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数に加算する。ただし、イ⑴、ロ⑴及びハ⑴を算定している場 数に加算する。ただし、イ⑴、ロ⑴及びハ⑴を算定している場

合は、算定しない。 合は、算定しない。

16 指定通所リハビリテーション事業所と同一建物に居住する者 16 指定通所リハビリテーション事業所と同一建物に居住する者

又は指定通所リハビリテーション事業所と同一建物から当該指 又は指定通所リハビリテーション事業所と同一建物から当該指

定通所リハビリテーション事業所に通う者に対し、指定通所リ 定通所リハビリテーション事業所に通う者に対し、指定通所リ

ハビリテーションを行った場合は、１日につき94単位を所定単 ハビリテーションを行った場合は、１日につき94単位を所定単

位数から減算する。ただし、傷病その他やむを得ない事情によ 位数から減算する。ただし、傷病その他やむを得ない事情によ

り送迎が必要であると認められる利用者に対して送迎を行った り送迎が必要であると認められる利用者に対して送迎を行った

場合は、この限りでない。 場合は、この限りでない。

ニ サービス提供体制強化加算 ニ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所が、利用 府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所が、利用

者に対し、指定通所リハビリテーションを行った場合は、当該基 者に対し、指定通所リハビリテーションを行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる所定単位数を加算 準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる所定単位数を加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 12単位 ⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 12単位

⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) ６単位 ⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) ６単位

ホ 介護職員処遇改善加算 ホ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定 の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定

通所リハビリテーション事業所が、利用者に対し、指定通所リハ 通所リハビリテーション事業所が、利用者に対し、指定通所リハ

ビリテーションを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、 ビリテーションを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、

平成27年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加 平成27年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合 算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合

においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからニまでにより算定した単位 ⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからニまでにより算定した単位

数の1000分の17に相当する単位数 数の1000分の17に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴により算定した単位数の100分の ⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴により算定した単位数の100分の

90に相当する単位数 90に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴により算定した単位数の100分の ⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴により算定した単位数の100分の

80に相当する単位数 80に相当する単位数

８ 短期入所生活介護費（１日につき） ８ 短期入所生活介護費（１日につき）

イ 短期入所生活介護費 イ 短期入所生活介護費

⑴ 単独型短期入所生活介護費 ⑴ 単独型短期入所生活介護費
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㈠ 単独型短期入所生活介護費(Ⅰ) ㈠ 単独型短期入所生活介護費(Ⅰ)

ａ 要介護１ 645単位 ａ 要介護１ 648単位

ｂ 要介護２ 715単位 ｂ 要介護２ 719単位

ｃ 要介護３ 787単位 ｃ 要介護３ 791単位

ｄ 要介護４ 857単位 ｄ 要介護４ 862単位

ｅ 要介護５ 926単位 ｅ 要介護５ 931単位

㈡ 単独型短期入所生活介護費(Ⅱ) ㈡ 単独型短期入所生活介護費(Ⅱ)

ａ 要介護１ 718単位 ａ 要介護１ 722単位

ｂ 要介護２ 787単位 ｂ 要介護２ 791単位

ｃ 要介護３ 858単位 ｃ 要介護３ 863単位

ｄ 要介護４ 927単位 ｄ 要介護４ 932単位

ｅ 要介護５ 995単位 ｅ 要介護５ 1,000単位

⑵ 併設型短期入所生活介護費 ⑵ 併設型短期入所生活介護費

㈠ 併設型短期入所生活介護費(Ⅰ) ㈠ 併設型短期入所生活介護費(Ⅰ)

ａ 要介護１ 609単位 ａ 要介護１ 612単位

ｂ 要介護２ 679単位 ｂ 要介護２ 683単位

ｃ 要介護３ 751単位 ｃ 要介護３ 755単位

ｄ 要介護４ 821単位 ｄ 要介護４ 825単位

ｅ 要介護５ 890単位 ｅ 要介護５ 895単位

㈡ 併設型短期入所生活介護費(Ⅱ) ㈡ 併設型短期入所生活介護費(Ⅱ)

ａ 要介護１ 682単位 ａ 要介護１ 686単位

ｂ 要介護２ 751単位 ｂ 要介護２ 755単位

ｃ 要介護３ 822単位 ｃ 要介護３ 826単位

ｄ 要介護４ 891単位 ｄ 要介護４ 896単位

ｅ 要介護５ 959単位 ｅ 要介護５ 964単位

ロ ユニット型短期入所生活介護費 ロ ユニット型短期入所生活介護費

⑴ 単独型ユニット型短期入所生活介護費 ⑴ 単独型ユニット型短期入所生活介護費

㈠ 単独型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅰ) ㈠ 単独型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅰ)

ａ 要介護１ 747単位 ａ 要介護１ 751単位

ｂ 要介護２ 817単位 ｂ 要介護２ 821単位

ｃ 要介護３ 890単位 ｃ 要介護３ 895単位

ｄ 要介護４ 960単位 ｄ 要介護４ 965単位

ｅ 要介護５ 1,029単位 ｅ 要介護５ 1,034単位

㈡ 単独型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅱ) ㈡ 単独型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅱ)

ａ 要介護１ 747単位 ａ 要介護１ 751単位
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ｂ 要介護２ 817単位 ｂ 要介護２ 821単位

ｃ 要介護３ 890単位 ｃ 要介護３ 895単位

ｄ 要介護４ 960単位 ｄ 要介護４ 965単位

ｅ 要介護５ 1,029単位 ｅ 要介護５ 1,034単位

⑵ 併設型ユニット型短期入所生活介護費 ⑵ 併設型ユニット型短期入所生活介護費

㈠ 併設型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅰ) ㈠ 併設型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅰ)

ａ 要介護１ 711単位 ａ 要介護１ 715単位

ｂ 要介護２ 781単位 ｂ 要介護２ 785単位

ｃ 要介護３ 854単位 ｃ 要介護３ 859単位

ｄ 要介護４ 924単位 ｄ 要介護４ 929単位

ｅ 要介護５ 993単位 ｅ 要介護５ 998単位

㈡ 併設型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅱ) ㈡ 併設型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅱ)

ａ 要介護１ 711単位 ａ 要介護１ 715単位

ｂ 要介護２ 781単位 ｂ 要介護２ 785単位

ｃ 要介護３ 854単位 ｃ 要介護３ 859単位

ｄ 要介護４ 924単位 ｄ 要介護４ 929単位

ｅ 要介護５ 993単位 ｅ 要介護５ 998単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生 注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生

労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満た 労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満た

すものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業 すものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業

所（指定居宅サービス基準第121条第１項に規定する指定短期入 所（指定居宅サービス基準第121条第１項に規定する指定短期入

所生活介護事業所をいう。以下同じ （同条第２項の規定の適用 所生活介護事業所をいう。以下同じ （同条第２項の規定の適用

を受けるもの及び同条第４項に規定する併設事業所を含む にお を受けるもの及び同条第４項に規定する併設事業所を含む にお

いて、指定短期入所生活介護（指定居宅サービス基準第120条に いて、指定短期入所生活介護（指定居宅サービス基準第120条に

規定する指定短期入所生活介護をいう。以下同じ を行った場合 規定する指定短期入所生活介護をいう。以下同じ を行った場合

に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基 に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基

準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分に応じて、それ 準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分に応じて、それ

ぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務 ぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務

条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100分の97 条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100分の97

に相当する単位数を算定する。なお、利用者の数又は介護職員若 に相当する単位数を算定する。なお、利用者の数又は介護職員若

しくは看護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当す しくは看護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当す

る場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。 る場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。

２ ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさない ２ ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさない

場合は、１日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数を 場合は、１日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数を

算定する。 算定する。
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３ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作業 ３ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサー 療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサー

ジ指圧師（以下この注において「理学療法士等」という を１名 ジ指圧師（以下この注において「理学療法士等」という を１名

以上配置しているもの（利用者の数（指定居宅サービス基準第12 以上配置しているもの（利用者の数（指定居宅サービス基準第12

1条第２項の規定の適用を受ける指定短期入所生活介護事業所又 1条第２項の規定の適用を受ける指定短期入所生活介護事業所又

は同条第４項に規定する併設事業所である指定短期入所生活介護 は同条第４項に規定する併設事業所である指定短期入所生活介護

事業所にあっては、利用者の数及び同条第２項の規定の適用を受 事業所にあっては、利用者の数及び同条第２項の規定の適用を受

ける特別養護老人ホーム（老人福祉法第20条の５に規定する特別 ける特別養護老人ホーム（老人福祉法第20条の５に規定する特別

養護老人ホームをいう 又は指定居宅サービス基準第124条第４ 養護老人ホームをいう 又は指定居宅サービス基準第124条第４

項に規定する併設本体施設の入所者又は入院患者の合計数。以下 項に規定する併設本体施設の入所者又は入院患者の合計数。以下

この注３において同じ が100を超える指定短期入所生活介護事 この注３において同じ が100を超える指定短期入所生活介護事

業所にあっては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理 業所にあっては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理

学療法士等を１名以上配置し、かつ、理学療法士等である従業者 学療法士等を１名以上配置し、かつ、理学療法士等である従業者

を機能訓練指導員として常勤換算方法（指定居宅サービス基準第 を機能訓練指導員として常勤換算方法（指定居宅サービス基準第

２条第７号に規定する常勤換算方法をいう。特定施設入居者生活 ２条第７号に規定する常勤換算方法をいう。特定施設入居者生活

介護費の注４において同じ で利用者の数を100で除した数以上 介護費の注４において同じ で利用者の数を100で除した数以上

配置しているもの）として都道府県知事に届け出た指定短期入所 配置しているもの）として都道府県知事に届け出た指定短期入所

生活介護事業所については、１日につき12単位を所定単位数に加 生活介護事業所については、１日につき12単位を所定単位数に加

算する。 算する。

４ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして ４ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所については、 都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所については、

当該施設基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる単位数 当該施設基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる単位数

を所定単位数に加算する。 を所定単位数に加算する。

⑴ 看護体制加算(Ⅰ) ４単位 ⑴ 看護体制加算(Ⅰ) ４単位

⑵ 看護体制加算(Ⅱ) ８単位 ⑵ 看護体制加算(Ⅱ) ８単位

５ 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する ５ 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する

基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所生 基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所生

活介護事業所については、当該基準に掲げる区分に従い、１日に 活介護事業所については、当該基準に掲げる区分に従い、１日に

つき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 つき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

⑴ 夜勤職員配置加算(Ⅰ) 13単位 ⑴ 夜勤職員配置加算(Ⅰ) 13単位

⑵ 夜勤職員配置加算(Ⅱ) 18単位 ⑵ 夜勤職員配置加算(Ⅱ) 18単位

６ 医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での ６ 医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での

生活が困難であり、緊急に指定短期入所生活介護を利用すること 生活が困難であり、緊急に指定短期入所生活介護を利用すること

が適当であると判断した者に対し、指定短期入所生活介護を行っ が適当であると判断した者に対し、指定短期入所生活介護を行っ

た場合は、利用を開始した日から起算して７日を限度として、１ た場合は、利用を開始した日から起算して７日を限度として、１
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日につき200単位を所定単位数に加算する。 日につき200単位を所定単位数に加算する。

７ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道 ７ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所において、若年 府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所において、若年

性認知症利用者に対して指定短期入所生活介護を行った場合は、 性認知症利用者に対して指定短期入所生活介護を行った場合は、

若年性認知症利用者受入加算として１日につき120単位を所定単 若年性認知症利用者受入加算として１日につき120単位を所定単

位数に加算する。ただし、注６を算定している場合は、算定しな 位数に加算する。ただし、注６を算定している場合は、算定しな

い。 い。

８ 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うこと ８ 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うこと

が必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定短期入所生 が必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定短期入所生

活介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道につき184単位を 活介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道につき184単位を

所定単位数に加算する。 所定単位数に加算する。

９ 次のいずれかに該当する者に対して、単独型短期入所生活介護 ９ 次のいずれかに該当する者に対して、単独型短期入所生活介護

費又は併設型短期入所生活介護費を支給する場合は、それぞれ、 費又は併設型短期入所生活介護費を支給する場合は、それぞれ、

単独型短期入所生活介護費(Ⅱ)又は併設型短期入所生活介護費(Ⅱ)を 単独型短期入所生活介護費(Ⅱ)又は併設型短期入所生活介護費(Ⅱ)を

算定する。 算定する。

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が判 イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が判

断した者 断した者

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室を利用 ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室を利用

する者 する者

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況に ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況に

重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利用の 重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利用の

必要があると医師が判断した者 必要があると医師が判断した者

10 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都道府県 10 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都道府県

知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所が、利用者に対し指 知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所が、利用者に対し指

定短期入所生活介護を行った場合は、緊急短期入所体制確保加算 定短期入所生活介護を行った場合は、緊急短期入所体制確保加算

として、１日につき40単位を所定単位数に加算し、当該指定短期 として、１日につき40単位を所定単位数に加算し、当該指定短期

入所生活介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める者に対し、居 入所生活介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める者に対し、居

宅サービス計画において計画的に行うこととなっていない指定短 宅サービス計画において計画的に行うこととなっていない指定短

期入所生活介護を緊急に行った場合は、緊急短期入所受入加算と 期入所生活介護を緊急に行った場合は、緊急短期入所受入加算と

して当該指定短期入所生活介護を行った日から起算して７日（利 して当該指定短期入所生活介護を行った日から起算して７日（利

用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情が 用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情が

ある場合は、14日）を限度として、１日につき60単位を所定単位 ある場合は、14日）を限度として、１日につき60単位を所定単位

数に加算する。ただし、緊急短期入所受入加算については、注６ 数に加算する。ただし、緊急短期入所受入加算については、注６

を算定している場合は、算定しない。また、当該事業所において、 を算定している場合は、算定しない。また、当該事業所において、

連続する３月において緊急短期入所受入加算を算定しなかった場 連続する３月において緊急短期入所受入加算を算定しなかった場
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合は、当該連続する３月の最終月の翌月から３月の間に限り緊急 合は、当該連続する３月の最終月の翌月から３月の間に限り緊急

短期入所体制確保加算及び緊急短期入所受入加算は、算定しない。 短期入所体制確保加算及び緊急短期入所受入加算は、算定しない。

11 指定居宅サービス基準第121条第２項の規定の適用を受ける指 11 指定居宅サービス基準第121条第２項の規定の適用を受ける指

定短期入所生活介護事業所に係る注３の規定による届出について 定短期入所生活介護事業所に係る注３の規定による届出について

は、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平 は、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平

成12年厚生省告示第21号）別表指定施設サービス等介護給付費単 成12年厚生省告示第21号）別表指定施設サービス等介護給付費単

位数表（以下「指定施設サービス等介護給付費単位数表」という 位数表（以下「指定施設サービス等介護給付費単位数表」という

の規定により、注３の規定による届出に相当する介護福祉施設サ の規定により、注３の規定による届出に相当する介護福祉施設サ

ービスに係る届出があったときは、注３の規定による届出があっ ービスに係る届出があったときは、注３の規定による届出があっ

たものとみなす。 たものとみなす。

12 利用者が連続して30日を超えて指定短期入所生活介護を受けて 12 利用者が連続して30日を超えて指定短期入所生活介護を受けて

いる場合においては、30日を超える日以降に受けた指定短期入所 いる場合においては、30日を超える日以降に受けた指定短期入所

生活介護については、短期入所生活介護費は、算定しない。 生活介護については、短期入所生活介護費は、算定しない。

ハ 療養食加算 23単位 ハ 療養食加算 23単位

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知事 注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知事

に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定短期入所生活介 に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定短期入所生活介

護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供したときは、 護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供したときは、

１日につき所定単位数を加算する。 １日につき所定単位数を加算する。

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されている イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されている

こと。 こと。

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の

食事の提供が行われていること。 食事の提供が行われていること。

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指 ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指

定短期入所生活介護事業所において行われていること。 定短期入所生活介護事業所において行われていること。

ニ 在宅中重度者受入加算 ニ 在宅中重度者受入加算

注 指定短期入所生活介護事業所において、当該利用者が利用して 注 指定短期入所生活介護事業所において、当該利用者が利用して

いた訪問看護を行う訪問看護事業所に当該利用者の健康上の管理 いた訪問看護を行う訪問看護事業所に当該利用者の健康上の管理

等を行わせた場合は、１日につき次に掲げる区分に応じ、それぞ 等を行わせた場合は、１日につき次に掲げる区分に応じ、それぞ

れ所定単位数を加算する。 れ所定単位数を加算する。

イ 看護体制加算(Ⅰ)を算定している場合（看護体制加算(Ⅱ)を算定 イ 看護体制加算(Ⅰ)を算定している場合（看護体制加算(Ⅱ)を算定

していない場合に限る 421単位 していない場合に限る 421単位

ロ 看護体制加算(Ⅱ)を算定している場合（看護体制加算(Ⅰ)を算定 ロ 看護体制加算(Ⅱ)を算定している場合（看護体制加算(Ⅰ)を算定

していない場合に限る 417単位 していない場合に限る 417単位

ハ 看護体制加算(Ⅰ)及び(Ⅱ)をいずれも算定している場合 413単位 ハ 看護体制加算(Ⅰ)及び(Ⅱ)をいずれも算定している場合 413単位

ニ 看護体制加算を算定していない場合 425単位 ニ 看護体制加算を算定していない場合 425単位



- 39 -

ホ サービス提供体制強化加算 ホ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所が、利用者に対 府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所が、利用者に対

し、指定短期入所生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区 し、指定短期入所生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区

分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、 分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 12単位 ⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 12単位

⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) ６単位 ⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) ６単位

⑶ サービス提供体制強化加算(Ⅲ) ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算(Ⅲ) ６単位

ヘ 介護職員処遇改善加算 ヘ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定 の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定

短期入所生活介護事業所が、利用者に対し、指定短期入所生活介 短期入所生活介護事業所が、利用者に対し、指定短期入所生活介

護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成27年３月 護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成27年３月

31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ 31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。 次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからホまでにより算定した単位 ⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからホまでにより算定した単位

数の1000分の25に相当する単位数 数の1000分の25に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴により算定した単位数の100分の ⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴により算定した単位数の100分の

90に相当する単位数 90に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴により算定した単位数の100分の ⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴により算定した単位数の100分の

80に相当する単位数 80に相当する単位数

９ 短期入所療養介護費 ９ 短期入所療養介護費

イ 介護老人保健施設における短期入所療養介護費 イ 介護老人保健施設における短期入所療養介護費

⑴ 介護老人保健施設短期入所療養介護費 ⑴ 介護老人保健施設短期入所療養介護費

㈠ 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ) ㈠ 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)

ａ 介護老人保健施設短期入所療養介護費(i) ａ 介護老人保健施設短期入所療養介護費(i)

ⅰ 要介護１ 750単位 ⅰ 要介護１ 754単位

ⅱ 要介護２ 797単位 ⅱ 要介護２ 802単位

ⅲ 要介護３ 860単位 ⅲ 要介護３ 865単位

ⅳ 要介護４ 912単位 ⅳ 要介護４ 917単位

ⅴ 要介護５ 965単位 ⅴ 要介護５ 971単位

ｂ 介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ) ｂ 介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)




